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平成３０年１月２９日 

 

さいたま地方裁判所 民事部 御中 

 

             原告訴訟代理人弁護士  長  田     淳 

 

             同           松  苗  弘  幸 

 

             同           満  尾  直  樹 

 

             同           武  藤  洋  善 

 

             同           月  岡     朗 

 

             同           貞  松  宏  輔 

 

             同           猪  原  英  和 

 

当事者の表示  別紙当事者目録記載のとおり 

        代理人の表示  別紙代理人目録記載のとおり 

 

契約締結差止等請求事件 

 訴訟物の価額  金１，６００，０００円 

 貼用印紙の額  金   １３，０００円 
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請 求 の 趣 旨 

 

１ 被告は，消費者との間で結婚相手紹介サービス提供契約を締結するにあたっ

て，別紙契約条項目録記載の契約条項を含む契約の申込又は承諾の意思表示を

行ってはならない。 

２ 被告は，別紙契約条項目録記載の契約条項が記載された契約書の用紙を廃棄

せよ。 

３ 被告は，その従業員らに対し，下記の内容を記載した書面を配付せよ。 

記 

  有限会社台企画は，消費者との間で結婚相手紹介サービス提供契約を締結す

るに際し，別紙契約条項目録記載の契約条項を含む契約の申込又は承諾の意思

表示を行いませんので，当社が当該条項を使用した本件各契約を行うための事

務を一切行わないようにし，当該条項が記載された契約書の用紙は全て破棄し

て下さい。 

以上 

４ 訴訟費用は被告の負担とする。 

との判決並びに第１項ないし第３項については仮執行の宣言を求める。 

 

請 求 の 原 因 

第１ はじめに 

  本件は，被告が，消費者との間で結婚相手紹介サービス提供契約（以下，「本

件契約」という。）を締結する際，その契約書において消費者契約法又は特定

商取引に関する法律（以下，「特定商取引法」という。）に違反する不当条項

を使用し，又は使用するおそれがあることから，適格消費者団体である原告が，

消費者契約法第１２条第３項及び特定商取引法第５８条の２２第２項に基づ

き，それらの不当条項による意思表示の差止めを求める事案である。 
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第２ 当事者 

 １ 原告は，消費者の権利擁護を目的とし，商品，サービス及び契約に関わる

調査，研究，検討を行っている消費者・消費者団体・消費生活相談員・弁護

士・司法書士等で構成している特定非営利活動法人であり，平成２１年３月

５日に内閣総理大臣から消費者契約法第１３条に基づいて認定され、平成２

７年２月２５日に認定更新された適格消費者団体である（甲１）。 

２ 被告は，結婚相談所の経営等を目的とする有限会社であり，不特定多数の

消費者との間でブライダルエミナンスの名で本件契約の締結を行っている会

社である。 

  被告の本店所在地は横浜市西区であるが，さいたま市大宮区に営業所とし

ての「大宮支店」を有し（甲３），埼玉県及び近県の一般消費者をさいたま

市大宮区内において勧誘していた。 

 

第３ 被告が本件各契約において使用する条項が，消費者契約法又は特定商取引

法に違反すること 

１ 条項の内容 

被告が不特定多数の消費者との間で本件契約を締結する際に使用する「会

員契約書」に付随する「契約条項」と題する約款には，別紙契約条項目録記

載の各条項が記載されている（甲２）。 

 ２ 別紙契約条項目録記載の条項のうち，条項第８条第１３項（以下，「本件

条項１」という。）が，消費者契約法第８条第１項第１号及び第３号に違反

し無効となること 

 （１）本件条項１の概要 

   本件条項１は，被告と本件契約を締結した消費者と被告が本件契約に基づ

き紹介した交際相手との間にトラブルが生じた場合に，いかなる場合も被告

及び被告が加盟する株式会社日本ブライダル連盟は一切の損害賠償義務を負
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わないとし，被告の責任を全部免除するという条項である。 

 （２）本件条項１が消費者契約法第８条第１項第１号及び第３号に違反し，無

効となること 

   本件条項１は，被告と本件契約を締結した消費者と被告が本件契約に基づ

き紹介した交際相手との間に紛争が生じた場合に，被告に当該紛争の帰責性

が認められるときであっても，被告の責任を全部免除する条項である。 

   したがって，本件条項１は「事業者の債務不履行により消費者に生じた損

害を賠償する責任の全部を免除する条項」及び「消費者契約における事業者

の債務の履行に際してされた当該事業者の不法行為により消費者に生じた

損害を賠償する民法の規定による責任の全部を免除する条項」として消費者

契約法第８条第１号及び同条第３号により無効である。 

３ 別紙契約条項目録記載の条項のうち，条項第１７条本文（以下，「本件条項

２（１）」という。）及び条項第１７条「クーリング・オフのお知らせ」第１

項（以下，「本件条項２（２）」という。本件条項２（１）及び本件条項２（２）

を総称して，「本件条項２」という。）が，特定商取引法第４８条第８項に違

反し無効となること 

 （１）本件条項２の概要 

   本件契約の契約日は，「乙が第５条第２項の入会申込身上書を提出した日

を入会契約日」とする（契約条項第７条第１項）と定義づけられている。本

件条項２（１）は，本件契約のクーリング・オフ期間の始期を契約日として

おり，消費者が入会身上申込書を提出した日から８日間の経過によりクーリ

ング・オフの権利を行使できなくなることを定める条項である。 

   本件条項２（２）は，「入会申込身上書」の記入日を含む８日間を経過す

るとクーリング・オフの権利を行使できなくなることを定める条項である。 

 （２）本件条項２が特定商取引法第４８条第８項に違反し，無効となること 

   本件条項２は，特定商取引法第４８条第１項の「第４２条第２項又は第３
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項の書面を受領した日から起算して８日を経過したとき」との規定に反し

て，被告による書面交付日ではなく，これに先行する消費者による入会申込

身上書を提出した日をクーリング・オフ期間の始期とするものである。本件

条項２は，特定商取引法第４８条第１項よりもクーリング・オフの権利行使

期間が早く消滅することとなり，消費者（特定継続的役務提供受領者）に不

利なものであることから，特商法第４８条第８項に照らして無効となる。 

４ 別紙契約条項目録記載の条項のうち，条項第１８条第２項（以下，「本件条

項３」という。）が，特定商取引法第４９条第７項に違反し無効となること 

 （１）本件条項３の概要 

   消費者が本件契約を被告による役務提供開始後に中途解約する場合の損害

賠償額の予定又は違約金として，本件条項３は「①入会金を契約期間で期間

按分し算出した，経過月数分の費用。②「契約の締結及び履行の為通常要す

る費用」として政令で定められた初期費用（３万円）。③解約によって通常

生ずる損害額として政令で定める額（２万円又は確定した契約残金の２０％

相当額のいずれか低い額）。」の合計額とする旨規定する。 

 （２）本件条項３が特定商取引法第４９条第７項に違反し，無効となること 

   本件条項３のうち，上記①は特定商取引法第４９条第２項第１号イに，上

記③は同号ロにそれぞれ対応するが，上記②は特定商取引法第４９条第２項

第１号に定めのない損害賠償額の予定又は違約金の定めである。本件条項３

は，特定商取引法第４９条第２項第１号の定めより過大な負担を消費者に課

すものであるから，特定商取引法第４９条第７項に照らして無効である。 

 

第４ 本件条項による被害事例 

  本件契約について，独立行政法人国民生活センターにも，平成１９年４月か

ら平成２９年６月まで，被告につき，解約，返金にする不満・トラブルを中心

に，５６件もの苦情が寄せられている。 
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第５ 本訴訟までの原告と被告とのやりとり 

 １ 原告の被告に対する問い合わせ 

（１）原告は被告に対し，平成２８年１０月６日，「お問合せ」と題する書面

（甲４）を送付し，別紙契約条項目録記載の条項のうち本件条項２及び本

件条項３について，特定商取引法第４８条又は同法第４９条が適用される

可能性があることを示し，当該条項の趣旨・理由に関し問合せをした。 

 （２）これに対し，被告は原告に対し何らの回答もしなかった。 

 ２ 原告の被告に対する申入書の送付 

 （１）原告は被告に対し，平成２９年４月３日，「申入書」と題する書面（甲

５）を送付し，別紙契約条項目録記載の各条項について，使用停止，もし

くは適切な条項に修正することを求めた。 

 （２）これに対し，被告は原告に対し何らの回答もしなかった。 

 ３ 原告の被告に対する事前請求書の送付 

 （１）原告は被告に対し，平成２９年７月２８日，消費者契約法第４１条に定

める書面，具体的には「差止請求書」と題する書面において，別紙契約条

項目録記載の条項について使用停止，もしくは適切な条項に修正すること

を求めた（甲６）。 

 （２）「差止請求書」と題する書面は被告に到達したが，被告は原告に対し，

何らの回答もしなかった。 

 

第６ 被告が別紙契約条項目録記載の各条項を含む消費者契約締結を現に行い又

は行うおそれがあること 

 １ 被告は，結婚相談所の経営等を目的とする有限会社であり，日々の業務に

おいて，不特定多数の消費者との間で結婚相手紹介サービス提供契約を締結

している。そして，次に述べるように，被告は，別紙契約条項目録記載の各

条項について，当該条項を含む消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示
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を現に行い又は行うおそれがある。 

 ２ 別紙契約条項目録記載の各条項については，前記「第５」からも明らかな

ように，被告は，原告からの申入れ及び消費者契約法第４１条に基づく書面

による差止請求に対して，何らの回答も行わないという極めて不誠実な態度

である。 

   そして，被告は，別紙契約条項目録記載の条項及び別紙手数料条項目録記

載の条項を含む消費者契約の締結を現に行っている。 

 ３ かかる被告の姿勢からは，別紙契約条項目録記載の各条項を被告が改める

意思がないことが明らかで，これらの条項を含む消費者契約の申込み又はそ

の承諾の意思表示を現に行い又は行うおそれがある。 

 

第７ 結語 

  よって，原告は，被告に対し，消費者契約法第１２条第３項及び特定商取引

法第５８条の２２第２項に基づき，被告が不特定多数の消費者との間で本件各

契約を締結するにあたって，別紙契約条項目録記載の契約条項を含む意思表示

を行わないこと，同条項が記載された契約書の用紙を廃棄すること及びこれら

を被告の従業員に対し指示することを求める。 

以  上 
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証 拠 方 法 

  甲第１号証   適格消費者団体認定更新通知書 

  甲第２号証   会員契約書 

  甲第３号証   ホームページ 

  甲第４号証   お問合せ 

  甲第５号証   申入書 

  甲第６号証   差止請求書 

 

添 付 書 類 

 １ 訴状副本        １通 

 ２  甲号証写し      各２通 

 ３ 訴訟委任状       １通 

 ４ 資格証明書       ２通 

 ５ 定款          １通 

 ６ 理事会議事録      １通 
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当  事  者  目  録 

〒３３０－００６４ さいたま市浦和区岸町七丁目１１番５号 

            原      告   特定非営利活動法人 

                       埼玉消費者被害をなくす会 

            上記代表者理事長   池 本 誠 司 

〒２２０－００１１ 横浜市西区高島二丁目１２番２０号 熊沢永代ビル 

被      告   有限会社 台 企 画 

上記代表者代表取締役 田 所 富 貴 子 

以上  
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代  理  人  目  録  

〒３３０－０８０２ さいたま市大宮区宮町２丁目２８番地 

あじせんビル４階・６階 

          埼玉中央法律事務所 

  原告訴訟代理人弁護士 長  田     淳 

  同          松  苗  弘  幸 

〒３３０－０８４３ さいたま市大宮区吉敷町１丁目６２番地 

マレーＳ・Ｔビル４０３ 

          はるか法律事務所 

            同          満  尾  直  樹 

            同          貞  松  宏  輔 

〒３３０－０８５４ さいたま市大宮区桜木町１丁目８番２号 

                           ＮＭビル６階 

          さくら総合法律事務所 

            同          武  藤  洋  善 

〒３３０－００６４ さいたま市浦和区岸町７－１２－１ 東和ビル４階 

          埼玉総合法律事務所 

            同          月  岡     朗 

〒３６０－００３７ 埼玉県熊谷市筑波２丁目５０番地１ 

           センターフィールド熊谷ビル６階 

猪原法律事務所（送達場所） 

      ＴＥＬ ０４８－５９８－７８１９ 

      ＦＡＸ ０４８－５９８－７８２９ 

  同          猪  原  英  和 

以上 
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契約条項目録 

 

「会員契約書」 

 １ 契約条項第８条（会員の義務と遵守事項）第１３項 

  「交際相手とのトラブルについては自己責任とし，甲及び連盟は責任を負わな

いものとします。」 

 ２ 契約条項第１７条（クーリング・オフ） 

  ⑴ 「乙がクーリング・オフ期間（契約日から８日間）内に契約の解除を申出

た場合には，甲は無条件で契約を解除します。」 

  ⑵ 「クーリング・オフのお知らせ 

     １． 会員は入会申込身上書記入日を含む８日間を経過するまで，書面

により，無条件に契約を解除する事ができる（この解除を「クーリング・

オフ」といいます。」 

 ３ 契約条項第１８条（中途解約）第２項 

  「役務提供開始後である場合，入会金から①，②と③の合計額を差引いた額を

返還致します。 

   ①入会金を契約期間で期間按分し算出した，経過月数分の費用。 

   ②「契約の締結及び履行の為通常要する費用」として政令で定められた初期

費用（３万円）。 

   ③解約によって通常生ずる損害額として政令で定める額（２万円又は確定し

た契約残金の２０％相当額のいずれか低い額）。」 

以上 


